
小樽商科大学 卒業論文 （平成11年度）

年度 番号 　論 題 （Theme） 備考

平成11 12095 道内主要百貨店売上高とその周辺環境との関係
平成11 12096 北海道の自立を考える
平成11 12097 道内各都市のゴミ処理状況にみられる特徴とゴミ処理の制度
平成11 12098 札幌市内における飲食店の出店状況と地域環境との関係
平成11 12099 全国にある高速自動車国道の収支状況を探る
平成11 12100 沖縄県ＦＴＺ県案とその論点
平成11 12101 日米と２１世紀の連結決算　－日本グループ企業の現状と将来性－
平成11 12102 オンラインのス々メ
平成11 12103 インフレーションと日米の経済現象に関する研究
平成11 12104 高齢化社会の産業・就業構造
平成11 12105 「少子社会」の危機
平成11 12106 日本の医療制度と市場競争原理の導入
平成11 12107 地方交付税交付金について
平成11 12108 日本のギャンブルの現在と今後
平成11 12109 スポーツイベントと金と日本人
平成11 12110 アセット・アロケイションの理論と実践
平成11 12111 リスクマネジメントと企業経営
平成11 12112 超大国の世界戦略
平成11 12113 『独裁』について
平成11 12114 レーガノミックスの成否
平成11 12115 ベンチャー企業の必要性と，それについての考察
平成11 12116 百貨店を通してみた小売業の未来
平成11 12117 新たに動き出したコンビニエンス・ストア
平成11 12118 環境と経済　－　日本の法整備と企業経営　－
平成11 12119 日本の税制　－　直間比率是正について　－
平成11 12120 パチンコ産業の動向
平成11 12121 電子商取引の現状と展望
平成11 12122 ブレトン・ウッズ体制と日本の高度成長

平成11 12123
Malaysian Revival fron Economic Crisis : Lessons from Japanese High 
Growth Experience

平成11 12124 住宅不動産業界の現状と２１世紀に向けての戦略
平成11 12125 総合商社の過去，現在，そしてこれから

平成11 12126
『マーケティング変化に伴う広告変化』　－リレーションシップマーケティング
で広告は説明的かつパーソナルになる－

平成11 12127 『ガルブレイスの思想』
平成11 12128 経済大国から生活大国へ

平成11 12129
情報通信革命は日本経済に何をもたらすか　－インターネットを中心として
－

平成11 12130 世界と比較しての日本での風力発電の問題点
平成11 12131 マイクロソフト訴訟にみる独占とソフトウェア産業の特異性
平成11 12132 金融恐慌と景気変動
平成11 12133 教養娯楽サービスの需要決定要因は何か
平成11 12134 景気循環と時系列分析を用いた経済予測
平成11 12135 アメリカの情報革命～インターネットについて～
平成11 12136 金融大激動
平成11 12137 コンビニエンスストアの全貌
平成11 12138 ソ連崩壊後のロシア経済
平成11 12139 日本の政府開発援助の現状
平成11 12140 核の抑止とその戦略的外交
平成11 12141 アジアにおける円通貨圏の可能性
平成11 12142 経済統合の今後：ＡＰＥＣ，ＮＡＦＴＡ，ＥＵ，を比較して
平成11 12143 アメリカ人種間経済格差　－勝者の影に隠れる中産階級－
平成11 12144 朝鮮半島における有事の可能性：その外的要因と内的要因
平成11 12145 日本，アメリカ，ドイツにおける消費者信用の発展と問題点
平成11 12146 スポーツビジネスの発展とその弊害
平成11 12147 中東和平の展望
平成11 12148 カール・メンガーと主観主義　－世紀末ウィーンの経済学者－
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平成11 12149 少年法　－意義と改正論議－
平成11 12150 欧州通貨統合の経済的効果
平成11 12151 『競争』について
平成11 12152 地方銀行再編の行方
平成11 12153 日本のＯＤＡ政策の改善に向けて
平成11 12154 アジア通貨・金融危機と世界経済
平成11 12155 ユーロの挑戦
平成11 12156 欧州通貨統合
平成11 12157 日本経済の国際化と地域経済
平成11 12158 アジア通貨危機の発生
平成11 12159 これからの中小企業の在り方　－地域活性化にどう係っていくか－
平成11 12160 アジア経済の発展と危機
平成11 12161 ゲーム理論により評価する投票者への影響力
平成11 12162 高金利オプション組込み商品の損益
平成11 12163 中国国有企業の指導体制変遷による経営者の権力関係について
平成11 12164 南北問題
平成11 12165 高齢者市場を活性化するために
平成11 12166 ベトナム農村における生産システムの変化と女性の役割
平成11 12167 個人事業を始めるために
平成11 12168 東ティモール問題の背景と展望
平成11 12169 ＩＭＦ体制の課題
平成11 12170 ビッグバン時代の銀行経営
平成11 12171 進化するＳＯＨＯ
平成11 12172 ＯＤＡの現実と課題

平成11 12173
ネットワークビジネスの可能性　－マルチ・レベル・マーケティングのシステ
ムは成功するのか－

平成11 12174 官僚と日本型行政システムの考察
平成11 12175 円の国際化
平成11 12176 華人企業におとずれている転換期
平成11 12177 高校生に対する小樽商科大学のイメージ調査

平成11 12178
現代移動通信業界と学生向け携帯電話サービスに必要な要素アンケート
調査について

平成11 12179 サービス産業としての移動体通信業における企業規模拡大戦略
平成11 12180 ＳＰＣ法について
平成11 12181 キャッシュフロー計算書の内容と分析
平成11 12182 １つの商品で勝負している世界　－ビール業界の財務分析－
平成11 12183 ビール業界主要３社の経営分析

平成11 12184
私鉄４社（阪急電鉄・京阪電鉄・近鉄・南海電鉄）の財務分析（有価証券報
告書に基づく）

平成11 12185 転換期を迎えた企業年金会計
平成11 12186 コンビニエンスストアの歴史とセブンｰイレブンの財務分析
平成11 12187 合併会計の理論とその波及的効果
平成11 12188 現代会計における分析的手続の重要性の増大とその要因
平成11 12189 税効果会計の導入が日本の会計および企業経営にもたらす影響
平成11 12190 日本のデリバティブ制度について
平成11 12191 「トップバンク」東京三菱銀行の財務分析
平成11 12192 ダイエーの転落はなぜ起きたか～キャッシュフローによる財務分析～
平成11 12193 トヨタ・日産・ホンダの財務分析
平成11 12194 時価会計が原稿会計に及ぼす影響

平成11 12195
Umweltpolitik und Umweltbewuβtsein　-Vergleich zwischen Deutschland 
und Japan-

平成11 12196 現代の中央銀行　－日本銀行の機能と政策を中心に－
平成11 12197 円高と日本経済・企業　－プラザ合意から円高景気まで－
平成11 12198 年金制度の現状と未来
平成11 12199 わが国の経営情報システム　－実際と理論－
平成11 12200 欧州単一通貨ユーロ　－誕生と意義－
平成11 12201 電子マネー
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平成11 12202 デリバティブ
平成11 12203 電子マネー　－経済的効果と社会的影響－
平成11 12204 百貨店の革新　－２１世紀への展望－
平成11 12205 ２１世紀の金融業と金融サービス
平成11 12206 インターンシップ
平成11 12207 日本の外食産業の現状
平成11 12208 東京ディズニーランド
平成11 12209 北海タイムス争議（１９９８年）
平成11 12210 ＨＡＭの人事・務務管理分析
平成11 12211 企業情報システム
平成11 12212 なぜ苫東開発は継続されるのか
平成11 12213 ホテル・ビジネスにおける顧客視点の重要性について
平成11 12214 シャンプー・衣料用洗剤市場におけるブランド戦略とブランドロイヤルティ
平成11 12215 懸賞とその効果
平成11 12216 清涼飲料市場における「ニアウォーター」系飲料の分析
平成11 12217 コンサドーレ札幌　自立への道
平成11 12218 エコマークと消費者の環境保全に対する意識
平成11 12219 マイカル小樽に見る複合商業施設のあり方
平成11 12220 丸井今井の店づくりと顧客の意識
平成11 12221 環境対策車が消費者の購買行動に与える影響
平成11 12222 食品スーパーにおける顧客満足の構造

平成11 12223
携帯電話普及のプロセス　－我々は「ケータイ」をどこまで必要としている
のか－

平成11 12224 キリンビールのマルチブランド戦略について

平成11 12225
自由競争時代における２４世紀型金融機関の構築～リテールとホール
セールの役割の観点より～

平成11 12226
北海道拓殖銀行破綻の要因分析～不良債権累積に関する実証分析と破
綻の影響について～

平成11 12227
北海道内6行におけるパフォーマンス比較～健全性・収益性・金融仲介機
能の実証分析～

平成11 12228 消費とブランド
平成11 12229 日本農業と農協
平成11 12230 企業と環境問題　－ドイツと日本－
平成11 12231 アメリカ農業
平成11 12232 テレビ業界　－地上波と未来－
平成11 12233 コカコーラ　－製品イメージとビジネス－
平成11 12234 通信販売　－成長要因の分析－

平成11 12235
自動車ディーラーの挑戦　－メーカー主導から消費者主導への転換を目指
して－

平成11 12236 ヘッジ会計
平成11 12237 現代企業会計
平成11 12238 個別財務諸表の限界と連結財務諸表の問題点
平成11 12239 小売業の変遷とコンビニエンスストアについて
平成11 12240 中小企業経営と中小企業問題
平成11 12241 日本的経営の特徴
平成11 12242 日本版ビッグバンについての考察
平成11 12243 中小企業の成長要因分析
平成11 12244 戦略的コスト分析：John K.Shank and Vijay Govindarajanの所説を中心に

平成11 12245
競争優位を生む新しい管理システム　－John K.Shank と　Vijay 
Govindarajanの所説を中心に－

平成11 12246 会計制度史：Jonathon B.BasknとPaul J.M.,Jrの所説を中心として
平成11 12247 公的セクターの管理会計論　－R.Jones & M.Pendleburyの所説を中心に－

平成11 12248 企業評価論：Bradford Cornellの所説を中心に
平成11 12249 管理会計の有用性：T.Hope & J.Hopeの所説を中心に

平成11 12250
ライフサイクルコストと経済的分析論　－Wolter J.Fabrycky and Benjamin 
S.Blanchardの所説を中心に－

平成11 12251 ＡＢＣによる管理会計論：E.Glad & H.Beckerの所説を中心に
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平成11 12252 予算管理論：Glann A.Werschらの所説を中心に

平成11 12253
伝統的原価発見法　－J.Lee Nicholson & John F.D.Rohrbachの所説を中
心に－

平成11 12254
インターネット・マーケティング　－インターネットがビジネスに革命を起こす
－

平成11 12255
自動車産業における新製品開発　－消費者行動の変化とそのマーケティ
ング対応－

平成11 12256 日米市場におけるソニーのアプローチ法
平成11 12257 日本の高級化粧品市場について
平成11 12258 三位一体による循環型社会の創造
平成11 12259 高級ブランド品に対する消費者行動
平成11 12260 ＩＭＣと広告に関する考察
平成11 12261 日本型リテール戦略の構築
平成11 12262 日本の英語教育と英会話スクール産業
平成11 12263 大企業における柔軟な専門化
平成11 12264 ２１世紀に向けた「循環型社会」への転換
平成11 12265 カンパニー制の特徴と、企業にもたらすメリット・デメリット
平成11 12266 ＩＳＯ取得による企業経営への効果
平成11 12267 企業経営と情報・知識の関わりについて
平成11 12268 ネットワークビジネスの現状と問題点
平成11 12269 アサヒビールの復活劇
平成11 12270 ＮＴＴ再編における持ち株会社の制の活用
平成11 12271 日本型ＥＣ．Ｃｏｍ　－ＣＶＳの戦略－
平成11 12272 「研究開発費等に係る会計基準の設定に関する意見書」の影響と課題
平成11 12273 物価変動会計の諸類型
平成11 12274 税効果会計の制度化
平成11 12275 のれんの会計処理に関する国際的比較
平成11 12276 環境会計導入の必要性
平成11 12277 外貨換算会計における問題の所在
平成11 12278 金融商品の時価評価が企業会計に及ぼす影響
平成11 12279 退職給付に関する会計基準による企業会計の変化
平成11 12280 自動車業界分析　－トヨタに追いつくためには－

平成11 12281
会計の本質についての思案　－会計基準設定の経済的影響についての考
察をもとに－

平成11 12282 税効果会計
平成11 12283 環境会計
平成11 12284 ２１世紀に向けた生命保険業界
平成11 12285 日本の会計制度と国際会計基準
平成11 12286 乳業品業界の財務分析
平成11 12287 欧州単一通貨ユーロ
平成11 12288 ビール業界の財務分析
平成11 12289 生命保険経営
平成11 12290 電気機器メーカーの財務分析
平成11 12291 代表取締役の選任および解任・辞任について
平成11 12292 経営判断原則と株主代表訴訟
平成11 12293 プール事故と賠償責任
平成11 12294 野球事故と国家賠償責任
平成11 12295 自動車検問の適法性
平成11 12296 いじめによる自殺の国家賠償
平成11 12297 職業選択の自由とその規制
平成11 12298 警察官職務執行法に関する総合研究
平成11 12299 自然災害と国家補償
平成11 12300 学校プール事故と賠償責任訴訟
平成11 12301 カルト集団メンバーへの転入届不受理処分の是非
平成11 12302 パトカーの追跡事故と国家賠償
平成11 12303 予防接種事故と国家賠償請求
平成11 12304 クラブ活動顧問教諭の指導監督義務
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平成11 12305 教師の体罰と国の賠償責任
平成11 12306 生活保障と生存権ー健康で文化的な最低限度の生活を目指してー
平成11 12307 家族法の変換と婚姻制度
平成11 12308 教科書検定制度下における人権救済
平成11 12309 職務質問をめぐる諸問題
平成11 12310 死刑
平成11 12311 死刑制度の是非
平成11 12312 男女平等の実現
平成11 12313 イスラーム法における婚姻制度
平成11 12314 憲法１３条及び１４条１項の歪曲的具体化としての２４条１項

平成11 12315
プライバシーの権利　－個人情報保護立法の在り方についての考察を中
心として－

平成11 12316 犯罪報道と人権
平成11 12317 憲法とその周辺にみる子どもの権利
平成11 12318 「情報公開法」への経緯とその課題
平成11 12319 「オウム」を逃した破防法の「問題点」と海外の治安法
平成11 12320 外国人の人権
平成11 12321 経済政策としての福祉
平成11 12322 地域福祉の現状と課題
平成11 12323 児童虐待の実態と法の関わり方
平成11 12324 在宅ケアの現状と課題
平成11 12325 いつか訪れるその日のために　－ユニバーサルデザインの実現に向けて－

平成11 12326 短期賃貸借に関する判例変更とその社会的意義をめぐって
平成11 12327 当番弁護士制度を足掛かりとした起訴前弁護の充実を目指して
平成11 12328 消費者破産免責による債務者の更生
平成11 12329 インターネット上における名誉毀損（民事）と表現の自由の調整

平成11 12330
環境行政訴訟における原告適格の拡張について　－紛争管理権説を中心
として－

平成11 12331 債権者代位権に基づき保険契約を解約することの可否
平成11 12332 脳死と相続
平成11 12333 土地・建物共同抵当権設定後の建物再築と法定地上権
平成11 12334 債権者取消訴訟において取消権者に優先弁済は認められるか
平成11 12335 現代的事実婚に対する法的関与の方向
平成11 12336 詐害行為取消権の法的性質
平成11 12337 自衛権行使による核兵器使用の合法性
平成11 12338 信用状取引と紛争事例の研究
平成11 12339 国際民事訴訟と国際裁判管轄権
平成11 12340 製造物責任の研究　－アメリカの製造物責任を基として－
平成11 12341 国際社会の共通利益と国家責任
平成11 12342 東京裁判時における「平和に対する罪」の未確立
平成11 12343 先住民族が居住していた土地に対する無主地理論適用可能性
平成11 12344 抵当権に基づく占有排除効の可否
平成11 12345 サブリース契約
平成11 12346 取得時効と登記
平成11 12347 診療契約の当事者

平成11 12348
商法改正と株主代表訴訟制度　－自民党商法改正試案骨子に関する株
主代表訴訟の見地からの考察－

平成11 12349 従業員持株制度の問題点
平成11 12350 Ｍ＆Ａの概要と現状について
平成11 12351 合併とは何か？
平成11 12352 有価証券の意義に関する若干の考察
平成11 12353 株式の相続性と商法２０３条２項
平成11 12354 コーポレート・ガバナンスを考える
平成11 12355 信託　－その基礎と受託者の責任－
平成11 12356 保険事故招致と免責
平成11 12357 過失相殺について
平成11 12358 歴史的事実の発見とそれに関する法的保護
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平成11 12359 カラオケと著作権
平成11 12360 著作物制作請負契約と著作権・著作者人格権の帰属
平成11 12361 音楽著作権集中管理の歴史と展望
平成11 12362 テレビゲームのアウトプットの法的保護　－中古ソフト問題を契機として－
平成11 12363 独占禁止法域外適用について　－アメリカ反トラスト法を中心として－

平成11 12364
GLOBAL LIBERALIZATION OF TELECOMMUNICATIONS MARKETS : 
IMPLICATIONＳ OF THE WTO BASIC TELECOMMUNICATIONS 
AGREEMENT AND THE U.S.REGULATIONS

平成11 12365 Agricultural Food Strategy under WTO
平成11 12366  中華人民共和国のＷＴＯ加盟問題　－日本のＧＡＴＴ加入との比較－
平成11 12367 ＷＴＯバナナケース　－ＧＡＴＴ１３条の解釈を中心に－
平成11 12368 マスコミによる情報操作

平成11 12369
ＥＵにおける労働者の自由移動原則　－行政機関雇用における例外を中
心として－

平成11 12370 ビアウォーズ・キリンＶＳアサヒ
平成11 12371 化粧品産業の歴史と日本経済
平成11 12372 世界のエネルギー事情とクリーンエネルギーの必要性
平成11 12373 並行輸入における商標権の侵害とその否定

平成11 12374
ガット農業交渉における新聞報道の検証  -日本経済新聞を中心にコメ問
題を考察 -

平成11 12375 まちづくりの視点から見た車社会と中心市街地商業
平成11 12376 企業の行うイメージ戦略について
平成11 12377 消費者金融業界の歴史と展望

平成11 12378
戦後日本農業の構造問題と農業協同組合　－農地改革以降の農業法制
を中心に－

平成11 12379 紙幣の歴史とこれからのお金

平成11 12380
キハダマグロの輸入禁止措置とＧＡＴＴ／ＷＴＯ協定　－ＧＡＴＴ３条，１１
条，２０条の適用を中心として－

平成11 12381 ＳＯＨＯと女性の再就職
平成11 12382 ペーパー・べイズドシステムとイントラネットによる組織の比較研究
平成11 12383 コラボレーションの有効性，可能性　－ＰＡＲＣの事例を中心に－
平成11 12384 ビジネスにおける競争と協調に関するゲーム論的アプローチ
平成11 12385 株主名簿の名義書換
平成11 12386 株主代表訴訟制度に関する一考察
平成11 12387 取締役・会社間の利益相反取引について
平成11 12388 少数派株主保護に関する問題点の検討
平成11 12389 監査役制度の改正と問題点について

平成11 12390
株式＝社員権論の問題点　－株式会社のセルフコントロールとの関連に
おいて－

平成11 12391 取締役の競業避止義務に違反する場合とその効果
平成11 12392 株主代表訴訟の制度趣旨と現状
平成11 12393 自己株式取得規制の緩和論
平成11 12394 会社分割法制のあり方
平成11 12395 取締役・会社間の利益相反取引に関する一考察
平成11 12396 フレックスタイム制の実態と今後の課題
平成11 12397 ストライキの意義　－厩務員ストを素材として－
平成11 12398 裁量労働制に見る成果主義賃金制度のあり方
平成11 12399 転勤命令は天災なのか
平成11 12400 一般民間労働者における兼職の契約法的可能性
平成11 12401 労働災害補償の研究　－過労死を中心にして－
平成11 12402 外国人労働者をめぐる問題
平成11 12403 三菱樹脂事件の総合的研究
平成11 12404 男女賃金格差における研究
平成11 12405 子どもの人権と少年法「改正」
平成11 12406 通信の秘密と通信傍受法
平成11 12407 情報公開法　－実態の究明と運用への課題－
平成11 12408 現代社会におけるマスコミの役割
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小樽商科大学 卒業論文 （平成11年度）

年度 番号 　論 題 （Theme） 備考

平成11 12409 差別的表現と表現の自由
平成11 12410 情報化による個人と組織の新しい関係
平成11 12411 未来への歴史的建築物の再利用　－小樽市編－

平成11 12412
日本人の金融資産選択の特徴分析　－リスク資産投資に消極的な日本人
－

平成11 12413 今後の自動車産業
平成11 12414 意志決定に関する考察
平成11 12415 ゼロ・エミッション(zero emission)
平成11 12416 多階層生産システム（分権的生産システム）
平成11 12417 多目的生産計画問題
平成11 12418 因子分析法によるミュージシャンの人気の要因の考察
平成11 12419 ＤＥＡによる北海道３４都市分析に関する研究
平成11 12420 ＡＨＰと偏差値によるプロ野球選手評価
平成11 12421 思いつきからの脱却　－自己改革をおこなうために－
平成11 12422 成果をあげ続ける組織とは　－非営利組織を中心として－
平成11 12423 心のマネジメント　－　集団的意志決定の質の向上　－
平成11 12424 人を動かすコミュニケーション
平成11 12425 若年者層の特定技術団体におけるリーダーシップの取り方について
平成11 12426 逃げの構造
平成11 12427 ビジネスコミュニケーションの基本手順　－依存型を克服するために－
平成11 12428 成長するために学ぶための方法　－教育を考える－
平成11 12429 ブランドイメージ形成と潜在記憶
平成11 12430 顔の認識における似顔絵と倒立提示の影響
平成11 12431 潜在記憶がもたらすブランドイメージ
平成11 12432 顔の認識過程における経験データの利用
平成11 12433 新奇な隠喩文における意味解釈
平成11 12434 地域経済活性化への試み
平成11 12435 イギリスとアメリカにおける学校教育としての環境教育
平成11 12436 ごみ問題に対する現状と自治体の取り組み
平成11 12437 都市環境における公園・緑地のアメニティ評価の考察
平成11 12438 環境問題と消費者との関わり
平成11 12439 知識産業論
平成11 12440 小樽運河の水質改善にかかる市民意識
平成11 12441 中小企業における情報化
平成11 12442 日本とドイツ連邦共和国における一般廃棄物処理の比較考察

平成11 12443
ＩＳＯ１４００１規格の分析及びＩＳＯ１４００１規格に基づく環境マネジメントシ
ステム構築手法の考察

平成11 12444 インターネットを中心とする環境情報の活用について
平成11 12445 環境保全型農業の可能性　－農家の経営面からの分析－
平成11 12446 飲料容器の選好構造に関する考察
平成11 12447 福祉情報化への取り組み
平成11 12448 マスコミ報道とジャーナリズム
平成11 12449 システム設計の基礎と業務分析
平成11 12450 日本農業の今後の課題
平成11 12451 最良なコンビニエンスストアチェーン選びとは
平成11 12452 ドラッグストアの生き残り戦略
平成11 12453 ＣＶＳ業界の動向とセイコーマートの今後の戦略に関する考察
平成11 12454 インターネットビジネスの発展とその課題
平成11 12455 生命保険会社の現状と今後の課題
平成11 12456 情報化社会における戦略情報システムの役割
平成11 12457 革命期を迎えた損害保険業界のこれから
平成11 12458 生命保険会社の営業活動
平成11 12459 インターネットへのユーザーの要求についての考察
平成11 12460 ＣＧＩによる病名検索システム
平成11 12461 既存辞書を用いた正字正仮名漢字変換用仮名漢字辞書の自動生成
平成11 12462 Ｊａｖａによる電気実験教材シミュレータの構築
平成11 12463 LATEXおよびＨＴＭＬ相互変換編集システムの構築
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年度 番号 　論 題 （Theme） 備考

平成11 12464
「非コンピュータ」からのインターネット活用に関するサービス・コンテンツの
考察

平成11 12465
教育におけるインターネット活用の試み～Ｊａｖａアプレット教材によるアプ
ローチ～

平成11 12466 電子メールエラーの解決方策支援機構の実装
平成11 12467 Ｊａｖａによる力学シミュレーションアプレットの作成
平成11 12468 計算機プログラミング初学者を対象としたＪａｖａチュートリアルの試作
平成11 12469 ＳＰＡＭメールに関する考察とフィルタリングツールの構築
平成11 12470 エレクトロニック・コマースと電子決済
平成11 12471 ネットワークシステム運用に関する企業内セキュリティの問題点と対策
平成11 12472 マルチメディア社会におけるインターネット広告の効果
平成11 12473 情報通信ネットワークの発展に伴う有効性に関する考察
平成11 12474 インターネットを利用した情報ネットワークシステムのセキュリティ対策
平成11 12475 電子商取引の普及に向けての問題点と対策に関する考察
平成11 12476 情報倫理確立のためのアプローチ
平成11 12477 ファイアーウォールの有効的利用によるセキュリティ対策の向上
平成11 12478 システム建設と物理建設における作業工程の比較分析
平成11 12479 自動販売機の管理　－オペレーションズ・リサーチによる考察－
平成11 12480 Mathematicaとグラフィックス
平成11 12481 交差点における渋滞のシミュレーション
平成11 12482 改札口の問題解決　－オブジェクト指向シミュレーション－
平成11 12483 ガソリンスタンドの最適な立ち寄り方
平成11 12484 日常的問題へのグラフ理論の活用
平成11 12485 The Effect of Colors and illustrations on English Learning

平成11 12486
Factors Affecting the Learner's Language Learning Looking through 
Diaries of Language Learners

平成11 12487 自己の概念から見た日米会話分析
平成11 12488 テンスとアスペクトに関する日英語対照
平成11 12489 日本語における性差について
平成11 12490 名詞から動詞への派生語に関する日英語比較
平成11 12491 A Vocabulary Analysis and Word Index to Hamlet
平成11 12492 A Study on Wordplay in Henry IV, Part I
平成11 12493  Imagery and Tragical Ruin in Romeo and Juliet
平成11 12494 Imagery and Themes in The Merchant of Venice
平成11 12495 The Universal Theme in Antony and Cleopatra
平成11 12496 英語教育を開始するために適切な条件

平成11 12497
Ｏａｓｉｓ（イギリスのロックバンド）の歌詞はどのような英語学習教材になりう
るか

平成11 12498 英・米・加，三英語圏の母語話者による道案内で観察された言語的特徴

平成11 12499
道内高等学校の英語カリキュラムと授業におけるインターネットの活用及
び将来への展望

平成11 12500 日本国と中華人民共和国における初習英語教科書の比較
平成11 12501 日・英・米の英字新聞における「読みやすさ」の比較
平成11 12502 THE INVESTIGATION OF THE POSSIBILITY OF LANGUAGE
平成11 12503 ON LANGUAGE ACQUISITION
平成11 12504 グローバル化の危険性と世界秩序の構築
平成11 12505 少子高齢化社会と北海道経済
平成11 12506 北海道経済についての一考察
平成11 12507 シニアマーケティング
平成11 12508 宿泊業における顧客満足
平成11 12509 生涯教育へ向けて　- 小樽商科大学社会人学生のニーズ調査-
平成11 12510 消費者の安全志向の高まり
平成11 12511 顧客満足にもとづく百貨店再生の方向
平成11 12512 セブン-イレブンの物流戦略と今後の方向性
平成11 12513 ブランド　－ブランドという虚構とその力の源泉－
平成11 12514 恵庭市ハイコンプレックスシティ構想の進捗状況と問題点

8/9



小樽商科大学 卒業論文 （平成11年度）
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平成11 12515
プロサッカーリーグ・Ｊリーグの検証   -プロスポーツクラブ成功へのプロセ
スと地域活性化に果たす役割-

平成11 12516 イノベーション連鎖と組織ネットワーク形成
平成11 12517 非営利組織マーケティングの現状と課題
平成11 12518 日本マクドナルド株式会社の経営戦略の理論的分析
平成11 12519 活動基準原価計算
平成11 12520 設備投資計画におけるキャッシフロー分析
平成11 12521 ＴＱＣとＴＱＭの比較と品質コストについて
平成11 12522 ＪＩＴ生産システムとバッククラッシュ原価計算
平成11 12523 伝統的ＣＶＰ分析
平成11 12524 活動基準原価計算の展開
平成11 12525 無期労働契約の違法解雇における労働者救済

平成11 12526
生命保険外務員における労働法的身分について　－保険外務員は労働者
たり得るか－

平成11 12527
就業規則の不利益変更の拘束力の問題点と就業規則法制の立法論的検
討

平成11 12528 成果主義賃金制度における人事考課の法的問題
平成11 12529 改正労働者派遣法における雇用責任の在り方について
平成11 12530 日本人になじむ休暇制度について

平成11 12531
Ｍ＆Ａのもたらす経済効果と独禁政策　－公正取引委員会の「市場の番
人」としての方向性－

平成11 12532 不当景品類及び不当表示防止法について
平成11 12533 独禁法における課徴金制度
平成11 「12534-12562, 12990-12993」は､平成11年度修士論文
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